
障がい者制度改革推進本部の設置 

 

（参考条文） 

 

○ 厚生労働省設置法（平成十一年法律第九十七号） 

 

第一条～第三条 （略） 

 

 (所掌事務) 

第四条 厚生労働省は、前条の任務を達成するため、次に掲げる事務をつかさどる。 

一～五十二 （略） 

五十三 労働力需給の調整に関すること。 

五十四 政府が行う職業紹介及び職業指導に関すること。 

五十五 職業紹介、労働者の募集、労働者供給事業及び労働者派遣事業の監督に関すること。 

五十六 高年齢者の雇用の確保及び再就職の促進並びに就業の機会の確保に関すること。 

五十七 障害者の雇用の促進その他の職業生活における自立の促進に関すること。 

五十八 地域雇用開発促進法(昭和六十二年法律第二十三号)第二条第一項に規定する地域雇

用開発に関すること。 

五十九 失業対策その他雇用機会の確保に関すること。 

六十  雇用管理の改善に関すること。 

六十一 政府が管掌する雇用保険事業に関すること。 

六十二 第五十三号から前号までに掲げるもののほか、職業の安定に関すること。 

六十三～百十一 （略） 

２ （略） 

 

第五条 （略） 

 

 (設置) 

第六条 本省に、次の審議会等を置く。 

社会保障審議会 

厚生科学審議会 

労働政策審議会 

医道審議会 

薬事・食品衛生審議会 

２ （略） 

 

第七条、第八条 （略） 

 

 (労働政策審議会) 

第九条 労働政策審議会は、次に掲げる事務をつかさどる。 

一 厚生労働大臣の諮問に応じて労働政策に関する重要事項を調査審議すること。 
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二 厚生労働大臣又は経済産業大臣の諮問に応じてじん肺に関する予防、健康管理その他に

関する重要事項を調査審議すること。 

三 前二号に規定する重要事項に関し、厚生労働大臣又は関係行政機関に意見を述べること。 

四 労働基準法(昭和二十二年法律第四十九号)、労働時間等の設定の改善に関する特別措置

法(平成四年法律第九十号)、労働安全衛生法(昭和四十七年法律第五十七号)、労働災害防止

団体法(昭和三十九年法律第百十八号)、労働者災害補償保険法(昭和二十二年法律第五十

号)、労働保険の保険料の徴収等に関する法律(昭和四十四年法律第八十四号)、勤労者財産形

成促進法(昭和四十六年法律第九十二号)、中小企業退職金共済法、中小企業退職金共済法の

一部を改正する法律(平成十年法律第四十六号)、職業安定法(昭和二十二年法律第百四十一

号)、労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律

(昭和六十年法律第八十八号)、高年齢者等の雇用の安定等に関する法律(昭和四十六年法律

第六十八号)、障害者の雇用の促進等に関する法律(昭和三十五年法律第百二十三号)、建設労

働者の雇用の改善等に関する法律(昭和五十一年法律第三十三号)、港湾労働法(昭和六十三

年法律第四十号)、中小企業における労働力の確保及び良好な雇用の機会の創出のための雇

用管理の改善の促進に関する法律(平成三年法律第五十七号)、介護労働者の雇用管理の改善

等に関する法律(平成四年法律第六十三号)、看護師等の人材確保の促進に関する法律(平成四

年法律第八十六号)、林業労働力の確保の促進に関する法律(平成八年法律第四十五号)、雇用

保険法(昭和四十九年法律第百十六号)、職業能力開発促進法、勤労青少年福祉法(昭和四十

五年法律第九十八号)、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法

律(昭和四十七年法律第百十三号)、育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の

福祉に関する法律(平成三年法律第七十六号)、短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法

律(平成五年法律第七十六号)及び家内労働法(昭和四十五年法律第六十号)の規定によりその

権限に属させられた事項を処理すること。 

２ 前項に定めるもののほか、労働政策審議会の組織、所掌事務及び委員その他の職員その他

労働政策審議会に関し必要な事項については、政令で定める。 

 

 第十条～第十六条 （略） 

○ 労働政策審議会令（平成十二年政令第二百八十四号） 

 

内閣は、厚生労働省設置法(平成十一年法律第九十七号)第九条第二項の規定に基づき、この

政令を制定する。 

 

第一条～第五条 （略） 

 

 (分科会) 

第六条 審議会に、次の表の上欄に掲げる分科会を置き、これらの分科会の所掌事務は、審議

会の所掌事務のうち、それぞれ同表の下欄に掲げるとおりとする。 

名称 所掌事務 

障害者雇用分科

会 

一 厚生労働省設置法第四条第一項第五十四号(障害者に係る部分に限

る。)、第五十七号及び第六十二号(障害者に係る部分に限る。)に掲げる事

務に関する重要事項を調査審議すること。 



二 障害者の雇用の促進等に関する法律(昭和三十五年法律第百二十三

号)及び障害者の雇用の促進等に関する法律施行令の規定により審議会の

権限に属させられた事項を処理すること。 

 

２ 前項の表の上欄に掲げる分科会に属すべき委員、臨時委員及び専門委員は、厚生労働大

臣が指名する。 

３ 前項の委員のうち、労働者を代表するもの及び使用者を代表するものは、各同数とする。 

４ 第二項の臨時委員のうち、関係労働者を代表するもの及び関係使用者を代表するものは、

各同数とする。 

５ 前項の規定は、第二項の専門委員について準用する。 

６ 分科会に分科会長を置き、当該分科会に属する公益を代表する委員のうちから、当該分科会

に属する委員が選挙する。 

７ 分科会長は、当該分科会の事務を掌理する。 

８ 分科会長に事故があるときは、当該分科会に属する公益を代表する委員又は臨時委員のう

ちから分科会長があらかじめ指名する者が、その職務を代理する。 

９ 審議会は、その定めるところにより、分科会の議決をもって審議会の議決とすることができ

る。 

 

第七条～第十二条 （略） 
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労働政策審議会障害者雇用分科会委員等名簿 
 

[2009 年 11 月 11 日現在] 
 

（公 益 代 表          ） 
 ○

い ま の

今  野  
こういちろう

浩一郎   学 習 院 大 学 経 済 学 部 経 営 学 科 教 授                           
  

い わ む ら

岩  村  
ま さ ひ こ

正  彦   東 京 大 学 大 学 院 法 学 政 治 学 研 究 科 教 授                           
  

き く ち

菊 池 
え み こ

恵美子    帝京平成大学健康メディカル学部作業療法学科教授                           
  

さ と う  ひ ろ き

佐 藤 博 樹    東 京 大 学 社 会 科 学 研 究 所 教 授                           
  

ひ ら き

平 木 
の り こ

典 子   東 京 福 祉 大 学 大 学 院 心 理 学 研 究 科 教 授                           
  

ま つ や

松 矢 
か つ ひ ろ

勝 宏   目 白 大 学 人 間 学 部 子 ど も 学 科 教 授                           
 
（労働者代表） 
  

い し が み

石 上 
ち ひ ろ

千 博   全 日 本 自 治 団 体 労 働 組 合 総 合 政 治 政 策 局 長                           
  

た か は し

高 橋 
む つ こ

睦 子   日 本 教 職 員 組 合 中 央 執 行 副 委 員 長                           
  

の む ら

野 村 
や す ひ ろ

泰 弘   全 日 本 自 動 車 産 業 労 働 組 合 総 連 合 会 副 会 長                           
   

は な い

花 井 
け い こ

圭 子   日本労働組合総連合会総合労働局雇用法制対策局長                           
  

や な る

矢 鳴 
こ う い ち

浩 一   Ｕ Ｉ ゼ ン セ ン 同 盟 労 働 条 件 局 長                           
 
（使用者代表） 
  

い い が や

飯ヶ谷 
き よ あ き

清 明   株 式 会 社 日 立 製 作 所 労 政 人 事 部 長                           
  

お お し ま

大 島  
ひ ろ し

 博   株 式 会 社 千 疋 屋 総 本 店 代 表 取 締 役 社 長                           
  

さ い と う

斉 藤  
よ し み

  好   花 椿 フ ァ ク ト リ ー 株 式 会 社 取 締 役 社 長                           
  

し ん ざ わ

新  澤 
ま さ ひ で

昌  英    福 島 県 中 小 企 業 団 体 中 央 会 会 長                           
  

た か は し

高 橋 
ひ ろ ゆ き

弘 行    社 団 法 人 日 本 経 済 団 体 連 合 会 労 働 政 策 本 部 長                           
 
（障害者代表） 
  

か わ さ き

川 﨑 
よ う こ

洋 子   特定非営利活動法人全国精神保健福祉会連合会理事長                           
  

す ず き

鈴 木 
た か ゆ き

孝 幸   社 会 福 祉 法 人 日 本 盲 人 会 連 合 情 報 部 長                           
  

そ え じ ま

副  島  
ひ ろ か つ

宏  克   社 会 福 祉 法 人 全 日 本 手 を つ な ぐ 育 成 会 理 事 長                           
  

ま つ い

松 井 
い つ ろ う

逸 朗   社 会 福 祉 法 人 日 本 身 体 障 害 者 団 体 連 合 会 理 事                           
                                                           （五十音順・敬称略） 
 注） ○印は分科会長。  
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「重点施策実施５か年計画」（2008 年～2012 年） 
 

～２００８年度、２００９年度実績～  

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別添 11 



- 2 - 

 

設定目標 

 

進     ちょく     状     況 

 

 雇用・就業 

 

 

 

 ① 障害者の雇用の場の拡大 

 

 

 

             

             

             

             

             

             

 

             

             

 

 障害者の雇用機会の拡大による職業的自立を図るため、障害者雇用率 

 制度を中心として、障害者雇用の一層の促進を図る。このため個別の企 

 業への雇用率達成指導を厳格に実施するとともに、障害者の雇用管理に 

 関する専門的支援を充実する等、特に中小企業への働きかけを強化する

。 

  また、障害者雇用促進法及び障害者基本計画に基づき除外率制度の段 

 階的縮小を進める。 

 

○雇用障害者 

    64万人〔2013年度〕 

 

 

○ 障害者雇用納付金制度の対象事業主を常用労働者101人以上の事業主に段階的に拡大すること、障害者雇用義務制 

 度における事業協同組合等算定特例の創設等を内容とする改正障害者雇用促進法が成立（2008年12月）。 

 

○ 2010年７月より、除外率設定機関及び除外率設定業種に設定されている除外率について一律10％の引下げを  実

施。 

 

 ○ 雇用障害者数 推計値44.8万人（2008年「障害者雇用実態調査」） 

 

 

 

○ 公的機関における障害

 者雇用の一層の促進  

           

 

 

             

             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 国及び地方公共団体の障害者雇用を一層促進し、実雇用率の更なる上 

 昇を図る。特に障害者雇用率の達成率が低い都道府県教育委員会での障 

 害者雇用の取組の促進を図る。 

 

  ○公的機関の障害者雇用率 

    すべての公的機関で障害者雇用率達成〔2012年度〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 2008年６月１日現在、国の機関(法定雇用率2.1%)は全て法定雇用率を達成、都道府県の機関(法定雇用率2.1%) は

160機関中152機関が達成、市町村の機関(法定雇用率2.1%)は2,512機関中2,107機関が達成、法定雇用率2.0%が適 用さ

れる都道府県等の教育委員会は141機関中78機関が達成。 

 

  公的機関における障害者雇用率(上段)、達成機関の割合(下段（ ）内)  ※〔 〕内は法定雇用率 

                 (2008年６月１日)    (2009年６月１日） 

   国の機関〔2.1%〕        2.18%                       2.17％ 

                  （100.0%）                   （97.4％） 

   都道府県の機関〔2.1%〕        2.44%                       2.48％ 

                                  （95.0%）                    (96.9％) 

   市町村の機関〔2.1%〕          2.33%                       2.37％ 

                                  （83.9%）                    (87.7％） 

   都道府県等の教育委員会〔2.0%〕 1.62%                       1.72％ 

                                  （55.3%）                    (54.3％) 

 

○ 2009年３月に、障害者採用計画の実施状況が不適正であった都道府県教育委員会37機関に対し、厚生労働大臣 に

よる適正実施勧告を発出。 

 

○ 精神障害者、発達障害

 者等の雇用促進    

        

             

             

             

 

             

             

             

 

 精神障害の特性に応じた支援の充実・強化を通じて、精神障害者の雇 

 用機会の拡大を図る。 

  また発達障害者等について、調査研究や支援のための技法開発を進め 

 企業等の理解の促進等を図ることにより雇用の促進を図る。 

 

  ○精神障害者の雇用 

   ・56人以上の規模の企業で雇用される精神障害者数   

     0.4万人〔2007年〕→ 1.5万人〔2013年〕 

   ・精神障害者ステップアップ雇用 

     常用雇用移行率  60％〔2012年度〕 

 

○ 精神障害者の常用雇用への移行を図るため、精神障害者ステップアップ雇用奨励金を創設。（2008年度～） 

 

○ 精神障害者の雇用 

  

                                              （2008年度）         (2009年度) 

  56人以上の規模の企業で雇用される精神障害者数  0.6万人               0.77万人 

  精神障害者ステップアップ雇用常用雇用移行率   21％                  45.5％ 

 

○ 障害者職業総合センターにおいて、発達障害者に対する専門的な支援技法として「発達障害者のワークシステ    

 ム・サポートプログラム」を開発し、2008年度においては、４カ所の地域障害者職業センターで試行的に実施。 
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設定目標 

 

進     ちょく     状     況 

 

 ② 総合的支援施策の推進 

 

 

 

 〔雇用、福祉、教育等の連携による地域の就労支援力の強化〕 

 

 

 

○ 障害者就業・生活支援  

センターの全国展開と支  

援の充実        

     

             

             

             

 

             

 

  障害者の身近な地域において就業面と生活面における一体的な支援 

  を行う障害者就業・生活支援センターについて、すべての障害保健福 

  祉圏域に設置するとともに、地域のニーズや支援実績等に応じた実施 

  体制の充実を図る。 

 

   ○障害者就業・生活支援センター 

   ・設置数 135〔2007年〕→ 全障害保健福祉圏域に設置〔2011年〕 

   ・利用者の就職件数  9,000件〔2012年度〕 

   ・就職率  50％以上〔2012年度〕 

 

○ 障害者の職業的自立を図るため、雇用、保健福祉、教育等関係機関と連携した就業面と生活面での支援を一体的 

に行う「障害者就業・生活支援センター事業」を実施。 

  

               （2008年度）    (2009年度） 

 設置数          206か所        247か所 

 相談・支援件数   739,619件        921,471件 

 （支援対象者数）  46,492人         64,665人 

 就職件数           6,234件          8,057件 

 就職率              51 %           49.9％ 

 

○ 職場適応援助者（ジョ  

ブコーチ）による支援の  

推進          

   

 

  職場での適応に課題を有する障害者及び事業主に対してきめ細かな 

  支援を行う職場適応援助者（ジョブコーチ）の養成を進め、障害者の 

  円滑な就職及び職場適応を推進する。 

 

 

○ 障害者の職場への適応を円滑にするため、障害者が働く職場に職場適応援助者（ジョブコーチ）を派遣し、障害 

者、事業主、当該障害者の家族に対して、職場適応に向けたきめ細やかな支援を実施する。 

 

 

 〔一般就労への移行を促進するための支援等の充実・強化〕 

 

 

 

             

             

             

 

 

 

                         

                       

 

 

 

 事業主に障害者雇用のきっかけを提供するとともに、障害者に実践 

  的な能力を取得させて常用雇用に移行するための短期間の試行雇用（ト 

  ライアル雇用）を推進する。 

 

     ○トライアル雇用 

       対象者の常用雇用移行率  80％以上〔2012年度〕 

 

 

 

 

 

○ トライアル雇用の実施状況 

 

                        (2008年度)     (2009年度） 

 実施人数             8,321人           8,545人 

 終了者                   7,720人           7,198人 

 (うち常用雇用移行者)   6,436人            6,066人 

 常用雇用移行率           83.4%              84.3％ 
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